
　日
本
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム
は
主
に
、

大
学
と
し
て
最
低
限
の
水
準
を
満
た
し

て
い
る
こ
と
を
保
証
す
る「
事
前
規
制
」

（
大
学
設
置
基
準
、
設
置
認
可
審
査
）、

恒
常
的
な
大
学
の
質
を
保
証
す
る
「
事

後
チ
ェ
ッ
ク
」（
設
置
計
画
履
行
状
況

等
調
査
、
認
証
評
価
制
度
）、
社
会
に

対
し
て
説
明
責
任
を
果
た
す
「
情
報
公

表
」
で
成
り
立
っ
て
い
る
。

　こ
う
し
た
質
保
証
シ
ス
テ
ム
を
、
時

代
の
変
化
に
対
応
し
た
も
の
へ
と
充
実

さ
せ
る
べ
く
、
中
教
審
大
学
分
科
会
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
が
審
議
を
重
ね
、

そ
の
内
容
を
本
年
３
月
に
「
審
議
ま
と

め
」
と
し
て
取
り
ま
と
め
た
。
特
に
、

大
学
設
置
基
準
は
全
面
的
に
見
直
さ

れ
、
本
年
10
月
よ
り
施
行
さ
れ
た
【
図

表
５
】。

　大
き
な
方
向
性
と
し
て
は
、
学
修
者

本
位
の
多
様
な
大
学
教
育
の
実
現
に
向

け
て
、
昭
和
31
年
に
決
め
ら
れ
た
設
置

基
準
を
時
代
の
変
化
に
対
応
さ
せ
る
と

と
も
に
、
一
層
の
規
制
緩
和
が
な
さ
れ

た
。
こ
の
よ
う
に
大
学
の
自
由
度
が
高

ま
る
こ
と
で
、
そ
の
質
保
証
も
大
学
自

身
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
、
主
体
性
、
自

律
性
が
強
く
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な

る
。
事
実
、「
審
議
ま
と
め
」
で
は
、

認
証
評
価
制
度
に
つ
い
て
、「
学
修
成

果
の
把
握
・
評
価
や
、
研
究
環
境
の
整

備
、
支
援
状
況
の
大
学
評
価
基
準
へ
の

追
加
」「
優
れ
た
内
部
質
保
証
の
体
制
・

取
組
と
認
定
さ
れ
た
大
学
に
対
す
る
、

評
価
の
簡
素
化
」「
不
適
合
の
大
学
の

受
審
期
間
の
短
縮
」
な
ど
の
方
向
性
が

示
さ
れ
た
。
現
在
、
認
証
評
価
機
関
で

検
討
が
進
ん
で
い
る
。
自
学
が
受
審
す

る
評
価
機
関
の
動
向
を
注
視
し
た
い
。

　設
置
基
準
の
各
見
直
し
事
項
が
内
部

質
保
証
に
与
え
る
主
な
影
響
を
見
て
い

こ
う
。
新
た
に
規
定
さ
れ
た
「
教
育
課

程
の
不
断
の
見
直
し
」
は
、
7
年
に
1

度
の
認
証
評
価
対
応
で
は
な
く
、
ル
ー

テ
ィ
ン
ワ
ー
ク
と
し
て
取
り
組
む
こ

と
、「
教
職
協
働
」
の
規
定
化
は
、
文

字
通
り
職
員
も
参
画
し
た
教
職
協
働
で

の
し
く
み
づ
く
り
を
求
め
て
い
る
。

　「専
任
教
員
」
か
ら
複
数
の
大
学
・

学
部
で
兼
務
可
の
「
基
幹
教
員
」
へ
の

改
正
は
、
そ
の
結
果
、
誰
を
基
幹
教
員

に
す
る
か
だ
け
で
な
く
、
教
育
課
程
編

成
の
会
議
体
の
運
営
方
法
な
ど
、
質
保

証
の
観
点
か
ら
組
織
運
営
そ
の
も
の
を

見
直
す
必
要
が
生
じ
る
。

　新
設
の
「
教
育
課
程
等
に
係
る
特
例

制
度
」
が
適
用
さ
れ
る
に
は
、
内
部
質

保
証
体
制
の
確
立
、
積
極
的
な
情
報
公

表
な
ど
が
条
件
と
な
っ
て
い
る
。

＊1 「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）」＊2 「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について」教育未来創造会議第一次提言（2022年５月10日）
＊3  経団連提言「新しい時代に対応した大学教育改革の推進-主体的な学修を通じた多様な人材の育成に向けて-」（2022年１月18日）
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柿澤 雄二
かきざわゆうじ●2001年文部科学省
入省。文化庁、科学技術・学術戦略官、岐
阜県教育委員会、スポーツ庁などを経て、
2022年より現職。

　大学設置基準の見直しの背景には、学部・研究
科の枠を越えた学位プログラム中心の教育を定着さ
せ、組織として内部質保証に取り組んでもらいたいと
いう考えがあります。例えば、「基幹教員」は、教
員個人だけで教育するのではなく、学位プログラム
に対して、大学が適切な教員をアサインしていくとい
うのが本質的な考え方です。これにより、１人の教
員が複数のプログラムに参画したり、自学の教員だ
けではできない教育プログラムを、他大学から新たに
人を招いて実現したりできるようにしています。
　また、教育を“組織的に”行うのも今回の改正
のポイントです。学生の成長を最大化するために、
授業担当教員の指導計画の下でTAやSAも加えて、
チームで授業を運営できるようになりました。さらに、
これまでバラバラだった教職協働に関する規定も、
教員、職員が一体となって教育・研究にあたるよう
整理・見直しを行っています。
　今回の改正は1991年の大学設置基準の大綱化
で示された「多様な教育の実現」の延長線上にあり、
大学ごとにもっと自由な教育を実施することを後押し
するものです。それはつまり、自学の教育の質を自
分で決めていくことであるとも言えます。

　内部質保証に関して言えば、大学は絶えず自学
の教育の質を点検・評価し、社会に対してその結
果を示していかなければなりません。大学が社会に自
らの価値を示していくためにこそ大学の内部質保証
は必要ですが、もし「認証評価対応のために内部
質保証に取り組まねばならない」と捉えている大学
があるとしたら、それ自体が問題です。自己点検、

FD・SD、情報公開などのさまざまな事柄について求
められる最低限に取り組めばよい、他大学と同程度
ですませればよいなどの考えで、個別に対応している
とすれば、本来その取り組みの成果を享受するべき
学生や社会には還元されません。大学の組織マネジ
メントの中核として内部質保証に取り組み、進んだ
取り組みを行う学部があれば、その成果を他学部の
改善につなげ、それらを社会に発信していく。認証
評価も適合を得ればよいというものではありません。
そのプロセスや評価結果を教育の改善に生かすこと
が本来求められていると考えれば、内部質保証に真
摯に取り組むことこそが、少子化が進み、経営環境
が厳しくなる中で、大学が社会の信任を得て生き残
るためのすべではないでしょうか。
　今、教育行政は「不確実性の高い社会において、
自ら考え行動する人間を育成する」という方向に動
いています。教育を提供する側の大学が受け身では
なく、質保証は「自学の学生のために取り組むべき
もの」という強い意識で取り組んでほしいと思います。
　現在、高等教育は、コロナ禍による留学生の送り
出し、受け入れの減少への対応といった国際化に伴
う課題や、政府の「教育未来創造会議」＊２や産業
界からの提言＊３で指摘される「出口の質保証」の確
立等、多様な課題や要望に直面しています。これら
に応えていくには、社会に対して DP に合致する学
生がきちんと育てられていることを積極的に示していく
必要があります。大学設置基準等の改正も、そうし
た取り組みにつながっていくことを期待しています。

学位プログラムを中心とした
組織的な教育への期待

内部質保証は大学自らが
主体的に取り組んでこそ機能する
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【図表4】大学設置基準による質保証のしくみとその主な改正点

【図表5】大学設置基準の主な見直し事項（2022年10月1日～） 
改正前 改正後

改正点

事後チェック 情報公表

▶内部質保証について、自己
点検評価結果による改善を評
価し公表する形へと充実
▶学修成果の把握・評価や、
研究環境整備・支援状況の
大学評価基準への追加
▶内部質保証の体制・取組が
特に優れた大学への次回評価
の弾力的措置
▶法令適合性等について適切な
情報公表を行っている大学への
法令適合性等に関する評価項目
や評価手法の簡素化などの措置
▶不適合の大学の受審期間を
短縮化　等

▶「教学マネジメント指針」を踏
まえ、認証評価において大学の
情報公表の取組状況を確認
▶「大学入学者選抜に関する
こと」等を学校教育法施行規則
に規定する各大学が公表すべ
き項目に追加　等

▶大学設置基準の改正

設置認可の基準の改正／教育
課程の不断の見直し明示／教
職協働の規定／専任教員の見
直し／多様な授業期間／単位
の計算方法の廃止／卒業要件
の柔軟化／教育課程等に係る
特例制度／施設・設備の整備
の規制緩和　など
※詳細は下記【図表５】参照

運動場・体育館の設置
校地（空地）の役割が不明確
紙の図書想定の図書館規定

修業年限は「おおむね4年」

なし

専任教員が担当することのみ規定

「講義及び演習」と「実験、実習及び実技」に
分けた基準、「試験の上単位を与える」規定

原則10週（3学期制）と
15週（2学期制）を例示

別々に規定

明示なし

いずれも廃止、柔軟な授業科目設定、多様な学修評価方法で
単位を与えることを明確化

TAやSAも加わりチームで授業を運営できることを明示、
およびTAやSA等に対する研修を義務付け

「厳密に4年間の在籍」を求めるものではないことを明確化
（早期卒業等で海外の大学院進学などがしやすくなる）

3つのポリシーに基づき教育課程を編成し、自己点検・評価、認証評価の結果
を踏まえた「不断の見直し」が求められることを規定

教員と職員からなる教育研究実施組織を設ける規定（授業だけでなく課外
活動を含む厚生補導に教員・職員が教職協働で関わるしくみの整備）

8週（4学期制）、10週（3学期制）、15週（2学期制）を並列で例示、教育効果
の観点から多様な授業期間を設定可能に（短期集中で深い学びの実現など）

教育課程の見直し

教職の役割、協働

タイミング

チェック方法

＊1

文科省に聞く！

事前規制

設置認可審査 設置計画履行状況等調査（AC） 認証評価（第三者評価） 大学による社会への情報公表

授業期間

単位の計算方法

授業運営

卒業要件

専任教員の見直し １つの大学に限って教育研究に
従事する「専任教員」

教育課程編成等に責任を担う
「基幹教員」（複数大学・学部兼務可）

施設・設備の整備

教育課程等に
係る特例制度 内部質保証等の体制が機能していることを前提とした特例制度新設

設置認可の
基準の一部改正

「申請する年度から過去４年間の平均入学
定員超過率」による審査基準

「申請する年度の収容定員超過率」への変更（弾力的な定員が管理可能に）、
「収容定員充足率５割以下の学部があれば不認可」を追加

運動場などは「必要に応じて設ける」規制緩和
校地を「交流の場」として役割を明確化
図書館は電子ジャーナル等も整備対象、閲覧室等の整備の規定削除

▶改正点なし

※現状は、設置計画履行状況
等調査委員会が、設置計画の
履行状況等について、「書面調
査」および必要に応じて「面接
調査」または「実地調査」を実
施。調査結果を大学設置・学校
法人審議会に報告し、審議会
において審議。その結果、指摘
事項がある場合は大学に通知、
公表
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